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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は、主に２点である。第１に、対話を原理とした社会科授業の論理と可
能性を示したことである。探究の目標は自己反省か考察か、探究テーマ（内容）はその対象を概念とするか意味
とするか、探究の手続き（方法）は一般化・概念化された知識の活用・整理か、個別化・個人化された経験によ
る知識の評価・検討かという違いである。第２は、カリキュラム化が牽引する社会科授業の可能性を示したこと
である。対話の違いは、カリキュラムをベースとした教師と子どもの経験、および所属する文化・文脈の差があ
る。このことから、一般化や概念化が対話を閉鎖するというコミュニケーションの機能を示した。

研究成果の概要（英文）：The results of this research are two points as follows. The first is to show
 the logic and possibility of social studies based on dialogical learning. The goal of inquiry is 
either self-reflection or consideration. The inquiry theme (content) is whether the object is a 
concept or a meaning. The procedure (method) of inquiry is the difference between the utilization 
and organization of generalized and conceptualized knowledge, and the evaluation and examination of 
knowledge by individualized and personalized experience. The second is to show the possibility of 
social studies lesson study driven by curriculum development. The difference in dialogue is the 
difference between the curriculum-based teacher's and child's experience, and the culture or context
 they belong to. This research showed the function of communication that generalization and 
conceptualization close the dialogue.

研究分野：社会科教育

キーワード： 社会科教育　カルチュラル・スタディーズ　コミュニケーション
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研究成果の学術的意義や社会的意義
第１は、帰納的な社会科教育論研究（原理研究）であること。先行研究では、第１に教えるべき社会（理想の社
会像）を前提とした教育内容を前提とし、これを効率的・合理的に教授するための内容開発・方法開発研究（演
繹的研究）が行われていた。これは、教師の教授活動を基盤とした教育内容を「教える」社会科論である。本研
究は、子どもの社会認識（子どもが持つ社会像）及び現実の社会現象を用いた教育内容開発を行い、授業を教
師・子ども・学級の相互作用の場と捉え直し、これらを授業中で分析・修正・批判・活用する内容開発・方法開
発研究を行った。すなわち、社会を「考える」社会科論を開発した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 社会科教育の目標は、民主主義社会における主権者の育成である。教育内容は、地理・歴
史・公民を中心とした社会事象であり、教育方法は理解・分析・批判の三段階から成立する。
すなわち、社会事象の段階的認識を通した、主権者としての市民性（シティズンシップ）の
育成を目的とする。従って、社会科教育はシティズンシップ育成のためのカリキュラム論及
び、その具体的な実践の研究が求められている。しかし、先行研究には大きく２点の課題が
あった。 
 第１は、授業で教授学習される教育内容が、理想とされる社会像を前提としており、現実
社会の実態、および子どもの社会認識と乖離している点である。現在の社会科授業は、民主
主義社会の理想形をモデルとし、その社会に必要な要素や条件の獲得を目指す。例えば、模
擬投票等を用いた政治参加の必要性を理解する授業等である。理想とされる社会をモデル
とし、その社会に必要な知識やスキルを獲得するための学習が展開されている。しかし、教
師が語る「理想の社会（国）」は、必ずしも子どもの考える理想の社会（国）と一致してい
るとは限らない。申請者は、初等・中等段階の子どもたちが国政への参加よりも、自らの生
活圏内の社会へ参画し、その社会内でしなやかに生きることを求めていることを、800名強
の子どもたちを対象とした調査をもとに明らかにした（田中伸「シティズンシップ教育実践の多
様性とその原理−学習環境を規定する市民性意識の解明を通して−」『教育方法学研究』日本教育方法学会、

第 36巻、2011、pp.39-50）。すなわち、教師の語る「理想の社会」を子どもが認識するために
は、地域社会へのコミットを求める子どもの社会認識を踏まえ、その活用を通した段階的な
社会認識の育成が求められる。例えば、バートン・レブスティックらは、歴史を事例に子ど
もの歴史認識に基づく歴史教育カリキュラムの分類および開発研究を進めている（Barton, K. 

C., and L.S. Levstik. Teaching History for the Common Good. Mahwah, New Jersey: Lawrence Erlbaum, 2004）。
主権者育成を目指す社会科教育研究は、教師（教科書）の考える「理想の社会像」を前提と
する学習ではなく、「子どもの社会認識に基づく社会」を分析／検証／活用する授業開発研
究が求められている。 
 課題の２点目は、授業成立の条件が教師側からのみ
検討されている点である。図１は、授業成立の構造を
示したものである。田中、山名がルーマンを用いて指
摘する通り、授業は教師による演繹的な指導方法のみ
では成立しない（田中智志、山名淳『教育人間論のルーマン
（人間は「教育」できるのか）勁草書房、2007』）。特に、教育
内容として実社会を含みこむ社会科教育は、子ども自
身が社会事象に対する何らかの認識を事前に持っていることが多い。それを利用する方略
の研究が必要である。先行研究が少ない中、加藤は子どもの経済認識を活用した社会科教育
内容研究を行っている（加藤寿朗『子どもの社会認識の発達と形成に関する実証的研究—経済認識の変
容を手がかりとして−』風間書房、2007）。加藤の研究は子どもと教師間の関係に留まるが、授業
は子どもの社会認識だけではなく、個々の子どもたちが持つ社会認識の相互作用（学級集団）
の結果として成立する。社会科授業は、子どもと教師の相互循環、および、学級集団による
相互作用システムが働く場として捉え直す必要がある。 
 図２は、申請者が社会科教育実践を類型的に整理したものである。縦軸は知識と社会の関
係（知識を客観的存在と捉えるか、社会内で構築された
意味枠組みと捉えるか）、横軸は学習方法である。多く
の社会科教育実践は、存在論及び構造論に属しており、
構成論及びコミュニケーション論に基づいたものは少
ない。それは、授業が理想の社会像を客観的な存在物と
捉え、それを教師による一方向的な教授活動を通して伝
達する授業を展開することに起因する。「理想社会を教
授／伝達する一方向的な授業」を、「子どもの社会認識
を活用し社会を分析する相互作用型の授業」へ教育内
容、方法ともに、変革する必要がある。後者をコミュニ
ケーション理論に基づく授業と呼ぶ。 
 米国や英国では、実践例は少ないが、コミュニケーション理論に基づく社会科教育実践が
行われている。当該研究・実践の方法論を調査・分析することを通して、授業を教師と子ど
も、および学級の相互作用システムが働く場と捉え、理想的な社会像ではなく、子どもの社
会認識に基づき社会事象を分析／検証する学習論を解明する。 

構成論
（知識は特定の見方・考え
方から導きだされた構築
物であり、その作られ方を
分析・解釈する学習）

コミュニケーション論
（知識を基底・操作する思
想を踏まえ、その思想に
基づき成立する社会現象
を承認した上で捉え、分
析する学習）

存在論
（形而上的な知識や法則
を基本に授業を構成。教
科書等の知識を無批判に
受容する学習）

構造論
（社会事象を分析する要
素、並びに構造や法則を
教育内容に設定し、その
獲得を目指す学習）

分離

図２　社会科教育実践の類型
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図1　授業成立の構造（学習環境）



 
２．研究の目的 
 上記を踏まえ、本研究は以下３点の解明を目的とした。 
（1）中等段階の子どもが持つ社会認識、および社会系教科（主な対象は教科書）や教師が
想定する社会認識の内容とズレの解明 
  →①公民領域（政治学習）を対象に、子どもが持つ社会（政治）意識／認識を調査する。 
   ②教師や教科書が想定する政治に関する知識とスキル、政治観を調査／分析する 
（2）子どもの社会認識を利用し、既存の認識を拡大・深化させる教育内容の分析・開発 
    →①諸外国における先行研究、及び先駆的実践を分析する  
      ②カルチュラル・スタディーズの理論を用いて、文化を軸に社会事象の分析を行う社
会科学習教材の開発（⇨教育内容開発のモデル化を図る） 
（3）子ども、教師、授業／学級集団の３者の関係を踏まえた教育方法の分析・開発 
→①ニクラス・ルーマンのコミュニケーション理論を基盤とし、子どもの理解過程（および
そのモデル）を調査・解明する 
 ②諸外国における先駆的実践を観察／分析する。 
 ③３者を利用・活用した教育方法論の開発（⇨教育方法開発のモデル化を図る） 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法は、主に以下５点である。 
 （１）研究者に焦点を当て、先駆的なプロジェクトおよび実践モデルの収集、分析を行う。 
これは、政治学習を事例に、米国における授業研究の論理構成を分析する。また、適宜電子
メールを用いて、研究協力者へインタビュー調査を実施する。 
（２）日米社会科教科書の分析をもとに、両者の政治学習の違いを教育内容、教育方法の観
点から整理する。 
（３）先駆的な実践を行っている日米中等学校を訪問し、子どもの認識調査、および実践の
見学／収集を行う。 
（４）コミュニケーション理論に基づく内容構成論、方法論を体系化した授業理論（モデル）
を構築し、当該モデルを用いた中等政治学習の授業を開発する。 
（５）日米共同でコミュニケーション理論に基づく授業を開発し、実践・検証する。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、主に２点である。第１は、対
話を原理とした社会科授業の論理と可能性を示
したことである。これは、3 点から示される。1
点目として、探究の目標は、自己反省か考察かで
あること。大きな目的は自らが持つ視点や思想の
反省であるが、それを一次的とするか二次的とす
るかという論点である。これは、対話への教師の
関わり方も変化をさせる。生徒同士の自律的な対
話と重視する抑制的な関わり方か、教師が積極的
に介入することによる論点の深掘りかという違
いである。2点目として、探究テーマ（内容）は、
その対象を概念とするか意味とするかである。概
念や既存の枠組みを検討するか、答えが確定していな
い意味的な枠組みを検討するかという違いである。3
点目として、探究の手続き（方法）は、一般化・概念
化された知識の活用・整理か、個別化・個人化された
経験による知識の評価・検討かという違いである。図
１はこれを図式化したものである。X 軸は内容であ
る。設定する対話の内容を確定された知識とするか、
不確定で答えの無い意味とするかによる。Y軸は方法
である。対話の方法を考察とするか自己反省とするか
の軸である。Z軸は目標である。設定した内容を整理
するものか、評価するかという軸である。この座標軸を立方体にしたものが図２である。そ
れぞれの点から３つの軸を引くことが可能であるため、図１を立方体の８つの角にそれぞ



れ重ねる。その結果、８つの角がそれぞれ異なる対話の型となり、多様な対話の学習を導く
ことができる。図２の A であれば、知識的な内容を考察することで、それを整理する対話
となる。例えば、最終単元の学習で、単元全体で学んだ知識を用いてそれらを概念化させる
際に用いる対話が代表である。「概観」「一般化」を志向した対話である。Bであれば、知識
的な内容を自己反省を通して評価する。例えば、政治、平和、戦争という概念的な定義を自
分なりに問い直すことで、社会諸科学を基盤とした既存の枠組みなどを批判的に検討する。
Cであれば、意味的な内容を対話の中で自己反省を繰り返すことで評価する。例えば、平和
と戦争の関係を他者との対話の中で深掘りをし、最終的には主体の行動の意味と意義を問
い直す。対話を深めるためには、対話を右上（図２の C）へ段階的に推移させてゆく必要が
ある。すなわち、内容は知識から意味へ、方法は考察から自己反省へ、その目標は既存の知
識の整理から評価へと推移させてゆく。 
 討議教育論にみられる探究学習の特徴は、知識が確定された学習ではなく、知識を問い直
すことにある。つまり、知識が日常世界や社会の中で構築されてきた経緯やその根拠を疑う
ことから、授業は知識を獲得する場ではなく、評価する学びの場と捉える。当該教育論を基
盤とした授業は、その場を教師と子どもの共同活動の場と位置付ける。これは社会構成主義
の理論にある、「客観的知識の概念を拒絶し、代わりに他者との対話の中で知識の成長を考
えてゆく」ものである。探究に基づく対話は、子どもと教師のコミュニケーション（相互的
な思考と、その相互作用）が核となる。これは、リップマンが授業を「学生と教師が互いに
尊敬し合って互いのアイデアを構築し、他にはない見解やその理由を提供出来るようにお
互いが挑戦し、それに対する推論を通して互いの前提を特定しようとする」と表現している
ことと同様である。 
成果の第２は、カリキュラム化が牽引する社会科授業の可能性を示したことである。対話
の違いは、主に以下３点であることがわかった。1点目は、カリキュラムをベースとした教
師と子どもの経験の差である。例えば、本研究で主な対象にした学校は、対話をカリキュラ
ムに位置付け、当該の授業を日々繰り返している。例えば、9 学年では「民族」と「哲学」
の授業、10学年では「民主主義への参加」、「地域史」、11学年では「米国史と政治」「経済
と心理」、「世界史」、12 学年では「世界史と文化」「経済と心理」が設定され、各々の中で
対話による探究学習を位置付けている。それに対し、本研究で実践した日本側は 2016年か
ら主に社会科の中で位置付け始めたものである。そのため、日米では教師と子どもの経験が
大きく異なる。これが対話へ大きく影響を与えていた。すなわち、対話の違いはカリキュラ
ムとして思考や探究を位置付ける必要性を示唆している。 
 2点目は、各々が所属する文化・文脈の違いである。授業とその展開、授業後に子どもが
獲得する知識や思考、枠組みは演繹的には確定しない。筆者がすでに示した通り、授業は子
どもというフィルターを通すことで、彼らの文化や思想の影響を大きく受ける。今回行った
実践においても、米国の高校の生徒は戦争・平和に対する意見が対立することを、個々人の
日常経験や歴史の解釈に基づいて言明しており、一般化された概念や理論から説明をする
日本の生徒と対話の文脈と立論構造が大きく異なっていた。両国の授業が示した原理的な
探究の違いは、彼らが日常的に行う意見表明や価値判断、論理的思考の方略の相違に起因し
ていた。このことは、子どもの社会文化的文脈に基づく授業デザインの必要性を示唆してい
る。 
 3点目は、コミュニケーションの機能である。一般化や概念化は、それにより文字と記号
を完全に一致させるため、対話を閉鎖する可能性がある。日本の生徒は、知識を一定程度信
頼し、政治制度や政治体制などの説明でより反駁が難しい一般化を用いた対話を展開した。
それに対して、米国の生徒は、個人的経験や社会的経験など個別的な事例を用いることで反
駁可能な状況を作り出していた。個々人の文化的文脈に大きく依存する対話は、必ずしも他
者との関係を常に開いているものではなく、そこに関わる人（今回は生徒）の関わり方と教
師との関係により対話の目的や流れが変化をする。日米の対話には、それが大きく反映をさ
れていた。コミュニケーションの機能が、授業をいかようにも変化させてゆくのである。こ
のことは、一般化や概念化で説明する対話や議論を変革する必要性を示唆している。 
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